
伊勢崎市電子地域通貨基金条例をここに公布する。 

  令和６年２月２７日 

 

伊勢崎市長 臂   泰 雄   

 

伊勢崎市条例第１号 

伊勢崎市電子地域通貨基金条例 

（設置） 

第１条 伊勢崎市電子地域通貨事業の財源に充てるため、伊勢崎市電子地域通

貨基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立額） 

第２条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代える

ことができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、こ

の基金に編入するものとする。 

 （繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期

間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用するこ

とができる。 

（処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する事業の財源に充てる場合に限り、基金に属

する現金の全部又は一部を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 



附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 伊勢崎市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和６年２月２７日 

 

伊勢崎市長 臂   泰 雄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



伊勢崎市手数料条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市手数料条例（平成１７年伊勢崎市条例第８０号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表第１の４の項中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」

を加え、「磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部

若しくは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同表中３８の項を４

０の項とし、１０の項から３７の項までを２項ずつ繰り下げ、同表９の項中「

閲覧」の次に「又は同法第１２０条の６第１項の規定による届書等情報の内容

を表示したものを閲覧に供する事務」を加え、「書類１件」を「１件」に改め、

同項を同表１１の項とし、同表８の項中「又は同法第４８条第２項」を「、同

法第４８条第２項」に改め、「事項の証明書の交付」の次に「又は同法第１２

０条の６第１項の規定による届書等情報の内容の証明書の交付」を加え、同項

を同表１０の項とし、同表７の項を同表８の項とし、同項の次に次のように加

える。 

９ 戸籍法第１２０条の３第２項の規定による

除籍電子証明書提供用識別符号の発行（情報

通信技術を活用した行政の推進等に関する法

律第７条第１項の規定により同法第６条第１

項に規定する電子情報処理組織を使用する方

法により除籍電子証明書提供用識別符号の発

行を行う場合（当該発行に係る除籍電子証明

書の請求が同項の規定により同項に規定する

電子情報処理組織を使用する方法により行わ

れた場合に限る。）における当該発行及び除籍

電子証明書提供用識別符号の発行に係る除籍

電子証明書の請求を行う者が同時に当該除籍

電子証明書が証明する事項と同一の事項を証

明する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は

除籍証明書の請求を行う場合における当該 

除籍電子証明書提供用識

別符号１件につき７００円 

伊勢崎市条例第２号 



発行を除く。）  

別表第１の６の項中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」

を加え、「磁気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改め、同項を同表

７の項とし、同表５の項の次に次のように加える。 

６ 戸籍法第１２０条の３第２項の規定による

戸籍電子証明書提供用識別符号の発行（情報

通信技術を活用した行政の推進等に関する法

律（平成１４年法律第１５１号）第７条第１

項の規定により同法第６条第１項に規定する

電子情報処理組織を使用する方法（総務省令

で定めるものに限る。以下この項及び９の項

において同じ。）により戸籍電子証明書提供用

識別符号の発行を行う場合（当該発行に係る

戸籍電子証明書の請求が同条第１項の規定に

より同項に規定する電子情報処理組織を使用

する方法により行われた場合に限る。）におけ

る当該発行及び戸籍電子証明書提供用識別符

号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う

者が同時に当該戸籍電子証明書が証明する事

項と同一の事項を証明する戸籍の謄本若しく

は抄本又は戸籍証明書の請求を行う場合にお

ける当該発行を除く。） 

戸籍電子証明書提供用識

別符号１件につき４００円 

附 則 

この条例は、令和６年３月１日から施行する。 

 


